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はじめに 

「企業と地域社会」は 古くて新しい 問題であ 

り，社会科学の 諸分野において 理論的・実証的 

に研究成果を 積み重ねてきている．たとえば ， 

経済学では，経済立地論・ 地域経済論として ", 

社会学では，地域社会論・ 産業社会学・ 住民運 

動などの形で ゎ ， また経営学では ，利害者集団 

論，「企業の 社会的責任論」の 一環 鈴 として論じ 

られてきた， しかしこれらの 業績はばらばらに 

提示されているばかりでなく ，公害・地域振興 

などの現実問題にもひきずられる 傾向があ り， 

統一された形で 展開してこなかった． 

本稿では， こうした現状を 少しでも改善する 

ために， 「企業と地域社会」を 抱え ろ ための一 

つのパースペクティブを 提示することにした 

い   

1. 企業と地域社会の 相互連関 

ここでは，「企業と 地域社会」の 問題をとりあ 
つか ぅ ． すなわち企業が 地域社会にどのように 

い かなる方法で 影響を与えているのかという 一 

般的考察をふまえながら ，企業都市 (Comp 皿 y 
Town) について検討する・ かかる分析を っぅ 

じて，企業と 地域社会についての 一定の見方を 

獲得することにしたい・ 

まず，企業と 地域社会との 相互連関をどのよ 

うにとらえるのかという 点から出発する．周知 

のごとく，企業特に 大企業は特定の 地域に立地 

することによって ，その地域社会にさまざまな 

影響を及ぼしている・そこで 企業が及ばす 地域 

社会への影響について 検討を行なう．企業の 立 

場から地域社会の 問題をとらえる 際には重要 

な 4) 視点であ る． 

では 企業は地域社会のどのような 側面に影響 

を与えているのだろうか・ 地域社会をⅠつのま 

とまった存在としてとらえるならば ，次のよう 

な側面に影響を 与えていると 考えられる 助 ． 

(. )  雇用 

( Ⅱ )  産業 ( 構造 ) 

(iii)  p き層 @ 樟 % き 

CiV)  行 財政 

(v) 政治 

Cvo) 住民生活及び 生活環境 ( 教育，福祉も 

含む ) 

(v め 自然環境 ( 用水，土地，空気など ) 

以上の諸点について 個別的に検討すること ケこ 

しょう． 

( i)  雇用 
企業が一定の 地域に工場を 設置すれば，それ 

にともない，地域の 雇用機会が創出されるにと 
どまらず，関連した 下請などの関連事業への 雇 

用 もつくられる・ しかし企業の 雇用創出力に 

地域社会が影響されるならば ，地域からの 撤退 

は雇用の削減をともた う ・ こうして企業は 地域 

の就業構造 ( 人口における 第一次産業従事者の 

割合なども含む ) にも影響を及ぼす． 

(ii) 産業 

企業は自らの 生産物によって 地域社会の経済 

に貢献するのみならず ， 自らの事業と 関連して 
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地域の部品メーカ コ 原材料，関連事業メーカ 

ーに影響を与える・それは 地域の工業を 振興さ 

せるのみならず ，破壊してしま 5 可能性もあ 
る．企業が地域の 産業に対してどのような 効果 

をもつかどうか ほ 主として企業の 性格 ( 業種 ) 

や 戦略に依存している・ 

また企業は鉱工業にとどまらず ，農林水産 
業，商業にも 影響を及ばす・ 企業の設置にとも 

ない，農地，漁場の 工場用地への 転用が行われ 
るなら ぱ ，農業，漁業の 従来と同じような 維持 

は 困難になる．また 操業にともなって 農地へ影 

響を与える・ しかも企業のための 労働力の供給 

源ともなる． また，商業に 対しても，原材料資 

材の購買，製品の 販売のために ， 地元商業活 

動 が活性化されるにとどまらず ，従業員が消費 

活動を営むために ，地元の商店に 依存すること 

にもなる．商業活動への 効果も企業の 施策や工 
場の業績などの 内部要因に大いに 依存してい 

る． 

(iii)  階層構造 

ところで地域住民は 労働の様式，産業経営形 
態などによって ，多様な社会階層に 分化してい 

る．企業は所得への 効果を通じて ，所得に応じ 

た 社会階層の分化を 促しそれらは 層をなした 

地域社会を形成することになる・ 

(iv) 行 財政 

企業の立地は ，地域における 行政機関の組織 

や行政の重点に 影響を与え， また行政区画の 拡 

大 といった影響も 及ばす・ 

企業は地域社会にとっての 税収 源 ( 大口課税 

者 ) であ る・企業都市といわれるところでは ， 

市税における 特定企業の税金額の 割合が高い． 

また企業 は 歳入にとどまらず 財政の重点、 といっ 

た 歳出の面にも 影響を及ばす． 

(v) 政治 

企業は地域社会の 政治にも影響を 及ばす・政 

治への影響力の 行使の方法は ，従業員を議会に 

送りこむとか 市長に送りこむとかの 直接的な場 

合とインフォーマルな 形で地域社会の 政策決定 

に対する影響力を 及ぼす場合があ る． 

(vi) 住民生活及び 生活環境施設 

企業の従業員であ り， しかも地域住民でもあ 

る人間は生計の 獲得維持のために 企業に依存し 

ている・それにとどまらず 企業は消費生活に 対 

しても，生活協同組合などの 購買施設や病院， 

公園，図書館などの 生活関連施設，教育施設な 

どを提供することによって 影響を与えている． 

(v り 自然環境 

企業は事業を 営むために，広大な 用地や用水 

を 必要とする・ したがって，企業 は 地域の土地 

利用や水利用に 対して影響を 及 は そうとする・ 

また事業活動の 結果として，大気や 水の汚染や 
地盤沈下などの 自然環境破壊をもたらしてい 

る 

以上のように 企業は雇用・ 産業などといった 

地域社会の経済的側面のみならず ，政治・文化 

の諸側面に多面的に 影響を及ぼしている・すな 

わち，企業の 影響力の範囲は 経済的次元をこえ 

て 多次元であ ることには十分考慮されなければ 

ならない．企業は 特定の地域の 立地に よ り産業 

構成に影響を 与える・それは 地域の就業構造に 

影響を及ばす・それは 地域の所得や 教育の水準 

にとどまらず 健康・教育・ 文化制度にも 影響を及 

ぱす ．こうした連鎖により 企業は地域社会に 多 
面的に影響を 与えている 肋 ・ この ょう に企業の 

影響力が多面的であ ればあ るほど，企業行動は 
地域社会の発展に 対して深くかかわることにな 

る．地域社会における 企業の影響力の 程度は ， 

地域における 企業の雇用比率，産業における 個 

別企業の比率，土地利用比率，生産高，市税にお 
ける当該企業の 比率によって 表わされる・ した 

がって企業の 地域社会全体における 貢献率が高 

げれば高いほど ，企業は地域社会に 影響を及ぼ 

す．かかる企業は 地域社会における「支配的企 
業」 「中核企業」ということができる・ また企 

業の地域社会への 影響力は潜在的な 側面にとど 

まらず地域社会における 重要な決定に 誰がどの   
よ う に参加するのかも 考察しなければならな 

い， ). かかる問題が 地域社会のパワー 構造と深 

く結びついていることはい う までもない・ 
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企業は一方的に 地域社会に影響力を 及ばすわ 

げではなく，地域社会の 影響を ぅ げながら，存 

続・成長していく 存在でもあ る・では地域社会 

は，企業行動に 対してどのような 影響を与えて 

いるのであ ろうか，企業は 事業活動を営むため 

に， 次の①～⑥の 要素を必要とする・そこで① 

～⑥における 地域社会の影響を 検討することに 

なる． 

① ヵネ ( 企業がどのように 資本を調達して 

いるのか， とくに当該地域からどの 程度調達し 

ているのか ) 

② モノ ( 企業活動に必要とされる 原材料や 

部品をどのように 調達しているのか ，特に地域 

のメーカーや 業者にどの程度依存しているの 

か ，企業全体における 当該地域の売上がどの 程 

度か ) 

③ 労働力 ( 企業がどのような 労働力を必要 

としているのか ， どの程度地域の 労働力に依存 

しているのかどうか ) 

④ 支持 ( 企業活動における 地域住民や地方 

自治体の支持がえられているのかどうか ) 

⑤ 物的環境 ( 用水・土地など ) 

⑥ 情報 ( 企業が経済的機能を 遂行するため 

に 必要な情報が 当該地域から 獲得されるのかど 

うか ) 

したがって ， ①～⑥のそれぞれにおいて ，企業 

の 地域依存性 (localdependence)  がどの程度で 

あ るのかを考えることが 必要であ るめ． 企業の 

地域社会への 依存は ， ヵネ ・モノ・ ヒト といっ 

た側面にとどまらず ，地域社会の 支持・物的環 

境・情報も含むことに 注意しなければならない． 

企業が事業活動を 営むために重要な 資源を当該 

地域社会から 獲得しなければならないほど ，企 

業 は 地域社会の影響力の 内におかれている． こ 

のよ 5 に企業が地域社会に 依存していること 

は，地域社会がどのように 発展するかどうかに 

企業は影響を ぅ げていることをも 意味してい 

る ， そこで企業はむしろ 地域社会への 直接的か 

かわりあ いのなかで，地域社会の 発展を与える 

ことにもなる。 ， ． 

11. 企業の影 轄 カ 

ー 資源依存パラダイムから 一 

次に企業はなぜ 地域社会に影響力をもってい 

るのであ ろうか，逆に 地域社会はなぜ 企業に依 

存しているの た ろ う かを検討する．そのことに 

ょり， なぜ企業が地域社会に 影響力をもつのか 

を明らかにすることにしたい・ ここでは組織論 

特に組織間関係論において 開発されたパラダイ 

ムであ る資源依存パラダイム (ResouceDepend 

enceP 町 adigm) を基礎として ，上記の課題に 肉 

迫したい，。 ， ． 

資源依存， ラダ ィムは， あ る主体とあ る主体 

との間でなぜ 影響力関係 ( 非対称関係 ) が生成 

・維持されるのかを 説明する「ものの 考え方」 

であ り，企業と地域社会との 関係にも応用する 

ことができる・ 資源依存パラダイムは 次の よう 

な 基本的仮定にもとづいて 展開される "). 第一 

に，組織は他組織からの 資源獲得や他組織への 

資源処分なしには 存続することができないこと 

であ る・ したがって組織は 資源ゆえに 他 組織に 

依存する．第二に ， こうした現実にもかかわら 

ず，組織はできるかぎり 他 組織への依存を 回避 
し ， 自らの自主性を 拡大しょうとする 行動原理 

をもつことであ る． 

このパラダイムに 従うならば，組織にとって 

他 組織の保有している 資源が重要であ れぱあ る 

ほど， 他 組織以覚の主体から 資源を獲得でぎな 

ければできないほど ，組織は他組織に 依存する 

と考えることができる・ 

「企業と地域社会」 に応用するならば ， 企業 

が地域社会に 依存することは ，企業にとって 必 

要な資源が地域社会によって 供給されているこ 

と， この資源が当該社会以外から 獲得すること 

がむずかしいことを 意味する・例えば 企業が安 

価 な土地，豊富な 用水を必要で 重要であ ると考 

え，それが地域社会によって 供給され，しかもそ 

れ以外のところでは 調達困難であ るならば，企 

業は地域社会に 依存する， また地域社会が 企業 
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に 依存することは ，地域社会にとって 必要な資 

源が当該企業によって 提供されていること ， こ 

れらの資源が 企業以外から 獲得することがむず 

かしいことを 意味する・例えば 企業が地域社会 

への税の支払いが 大きげれば大きいほど ，同等 

の 支払い者がいなければいないほど ，地域社会 

( あ るいは統治機関としての 地方自治体 ) は企 

業に依存する． 
したがって，企業の 地域社会への 影響力は地 

域 社会が企業の 保有資源に対する 依存度によっ 

ている・そこで ，企業が地域社会への 影響力を 

増大するためには ，地域社会に 対する企業の 重 

要性を高め ( 地域社会における 企業の貢献度の 

増大 ), しかも対抗勢力の 伸長を阻止しなけれ 
ばならない． また企業が地域社会への 影響力を 

低くすることは 地域社会における 企業の貢献度 

を低くすることであ る・ このように，企業は 地 

域社会との関係を 資源依存を操作することによ 

って変革していく・すなわち 企業は資源依存の 

操作を通じて ， 自らの利害の 実現を地域社会に 

貫徹することになる・ 

企業がどのような 条件のもとで ，地域社会に 

依存するのか ， また地域社会が 企業に依存する 

のかを明らかにした．そこで 企業が地域社会に 

依存するのは ，企業にとって 地域社会の資源が 

重要であ り，当該地域社会以覚ではその 獲得が 
困難だからであ る．企業であ れ，地域社会であ 

れ，先に述べた よう に，組織は自らの 自主性が制 

約されるのをできるかぎり 回避し ， 自らの影響 

力を拡大しょうとすると 考えられる・そこで ， 

企業や地域社会の 行動に則して ，企業や地域社 
会がどのようにして 他に対する依存を 回避・減 

少し 自主性を維持，影響力を 拡大していくの 
かを検討することにしょう．そのことはとりわ 

け企業が地域社会の 構造や変動にどのようにし 

て影響を及ぼしていくのかを 明らかにしていく 

ことにもつたがる． 

では企業が地域社会に 対して依存を 回避し自 

主性を維持し ，影響力を拡大していく 条件は何 
であ ろうかめ・第一は ，企業が地域社会にとっ 

ての戦略的資源をコントロールすることであ 

る ・すなわち地域社会にとって 重要なサービス 

・資源を企業が 供給しっづけることであ る． 企 

業の地域における 雇用や税収に 占める比率が 高 

ければ高いほど ，地域社会からの 自主性を確保 

し 地域に対する 影響力を維持することができ 

る・ したがって，企業が 当該地域における 事業 

活動を拡大することは ，そのための 手段の上つ 

に他ならない・ 

第二には，当該地域社会以覚から 必要な資源 

の入手の可能性を 確保しておくことであ る・す 

なわち， この ょう な代替的機会があ れば，企業 

は 他の地域へ移動することも 可能であ ろ 5. た 

とえば，企業が 地域社会に対して 安価な用水や 

用地ゆえに依存している 場合，同様の 安価な用 

水，用地を提供する 他の地域が存在するなら 
ぱ ，企業は当該地域社会からの 自主性を確保す 
ることができる．ただそのことは ，企業の立地 

条件が，資源志向的であ るのか，市場志向であ 
るのかによってもきまってくるしそれが 紛争 

コストの減少をもたらすかどうかにもかかって 

いる ",, さらに企業がどのような 地域的分散を 

行なっているのかにも 依存している・ 

第三には， より上位のレベルの 行動主体を戦 

略的に利用することによって ，地域社会からの 

自主性を獲得することであ る・ これには政府や 

県当局への働きかげによって ，法律や命令 ( 指 

示 ) など， 自らにとって 有利な施策を 策定させ 

ることが含まれる・ 

第四には，企業が 当該地域社会の 必要性その 

ものをなくすことであ る・企業は原材料・ 部品・ 

輸送・販売などにおける 地元企業との 連関，地 

域的連関 d 吐 al Ⅱ nkage) せなくしたり ，当該 

地域以覚の場での 事業展開を行 う ことにより， 

地域社会の必要性そのものをなくしたり ，あ る 

いは減少させていく．いわかる 生産合理化の 推 

進や多角化，国際化，複数地域での 事業の展開 

は 企業の特定地域社会への 依存を減少させる 戦 

略に他ならない． 

ではこうした 企業による地域社会からの 自主 
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性を維持，依存を 減少させようとする 方策に対 

し地域社会はどのようにして 対応していくの 

であ ろうか．第一の 方策に対しては ，地域社会 

が企業のかかる 動ぎに対して 無関心な態度をと 

ることであ り，それとは 逆に同様の貢献をする 

可能性をもつ 企業を育成したり ，積極的に誘致 

することによって 対応する． 

第二の方策に 対する地域社会のとりくみは 代 

替的機会をコントロールすることであ る・ また 

第三の方策に 対しては，むしろより 上位のレベ 

ルの施策が地域社会の 利害を貫徹させる 方向で 

努力することに 他ならない． 

第四の方策に 対しては，地域社会は 企業に対 

して税金や土地利用などの 各種の優遇措置をと 

ることなどにより 企業にとっての 当該地域の重 

要性を増大させ ，地域社会を 魅力的にすること 

であ ろう． 

企業が地域社会に 対して 4 つの方策をとれれ 

ぱ とれるほど， また地域社会がそれに 対する対 

応措置を採用できたければできないほど ，企業 

は地域社会に 対する依存を 回避し 自主性を確 

保することができる・ 

この ょう に，企業と地域社会との 関係は資源 

依存の操作によって ，形成，転換していく・ 換 
言すれば，企業は 資源交換，処分過程をつうじ 

て地域社会に 対して影響力を 及 は していく・ し 

たがって企業がどのような 戦略をとるのか ，地 

域社会がいかなる 戦略をとるのかに 企業 一 地域 

社会関係はかかっている・ 

企業が全社的な 戦略展開において ，特定地域 
における工場あ るいは事務所をどのように 位置 

づけるのか，本社と 工場との関係はどのような 
関係であ るのかは，企業が 地域社会にもつ 影響 

力の観点からも 重要であ る・すなわち ，企業に 

とってあ る工場が中核的位置にあ ればあ るほ 

ど，その地域社会への 関係の重要性は 高まり， 

本社からの指令のもとに 工場の運営が 行われ 
る ． しかも地域社会にとって 工場の位置が 重要 

であ ればあ るほど，企業は 地域社会に影響力を 

及 はす 構造をもつことになる・ しかし本社に 権 

眼 が集中され，工場に 権 限が委譲されていない 

ならば，地域社会とは 分離した閉鎖した 形で企 
業の展開が行われる・ すなわち企業は 税金支払 

人 (t Ⅸ payer) として地域社会の 経済などに影 

響を与えるが ，他の側面でほむしろ 地域社会と 

の 関連なしにしかも 地域社会への 依存なしに企 

業行動の展開が 行われることになる "). 

以上によって 企業が地域社会に 依存してい 

る，地域社会に 対して影響力をもっていること 

の 意味が明らかになったように 思われる・ もち 

ろん企業が地域社会に 影響力をもっていること 

は，地域社会に 影響力を行使することと 同義で 

はない．そこで ，企業はどのように 地域社会に 

対して影響力を 行使するのかについて 検討する 

ことにしたい・ 企業は自らの 利害を貫徹するた 

めに，地域社会に 対し影響力を 行使するわけで 

あ るが，その方法には 二つあ る，。 ). 第一には直 

接的行使であ り，第二に間接的行使であ る・ 直 

接 的行使とは企業が 自らの行動の 介入により・ 

地域社会に影響力を 行使することをいう・ 企業 

が経済的利 G を貫徹するために ，地域社会の 政 

策決定に積極的に 参加することであ り，他の反 

対を押しきっても 影響力を行使することであ 

る ⑥・だれが地域社会を 支配しているのか 地域 

の政策決定に 影響を及ばすであ る． 

しかしながら ，企業の影響力行使はそれだげ 

にとどまらない．企業が 間接的に地域社会に 影 

響 力を行使している 場合があ るからであ る・そ 

のことを企業にとって 地域社会のパワー 構造が 

自らの利害を 貫徹しうるようになっているため 

に，地域社会への 直接的かかわりあ い (Active 

p 荻 ticipati0n) を必要としないという 点で，間接 

的 行便と よばぅ ・すなわち， これは企業のかく 

された影響力の 行使であ る "). 企業は地域社会 

に対して明白に 影響力を与えているということ 

を最少にし みえない支配を 貫徹しょうとす 

る ．特に，企業は 地域住民から 極力可視的になる 
ことを回避し 表 だった対立をさげようとして 

いる． したがって地域における 他の勢力が問題 

としてとりあ げようとしてもこうした パヮ 一の 
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集中のゆえに 地域社会の争点となることが 回避 

される③． したがって，地域社会の 企業に対す 

る依存が強くなればなるほど ，企業の地域社会 
への潜在的影響力は 拡大し少なくとも 企業に 

とって不利な 決定が行なわれることは 少なくな 

ろう・ A 会社の意向なしには 市の運営は不可能 

であ るという表現などは ，企業が間接的に 地域 

社会に影響力を 行使していることの 表 われであ 

ろう．むしろ 直接行使なしに 企業の利害に 好都 

合 な地域社会の 政策が策定されることになろ 

う、 。 '. したがってこうした 潜在的間接的な 影響 

力をとらえるためにも 企業と地域社会との 資源 

依存関係の解明が 重要となる・また ，企業の影 

響力の範囲が 必ずしも経済的側面にとどまらな 

いことは，間接的行使という 点を考慮すること 

によってより 明らかになる． 

本節の最後に ，地域社会における 企業の影響 

力の優れたモデルとして ，上図のような ブ リ（ 

ドランドとパーマ 一 (Friedland and Palmer) 

のものを掲げたい 20)   

I11. 組織間ネットワーウとしての 地域社会 

以上によって ，企業がなぜ 地域社会に影響力 

を及 は しているのかが 明らかになった． また企 

業は地域社会のメンバ 一であ り，地域社会にお 

ける他の主体とのネットワークを 通じて地域社 

会 に影響を与える・ したがって地域社会の 諸主 

体のネットワークないかに 形成し統合していく 

のかが地域社会の 解明にとっても 重要であ る． 

それは地域社会システムとしてとらえ ，企業を 

含む複数の組織間ネ ソ トワーク (Interorgmi,a- 

tional Network) として把握することを 意味す 

るお・ こうした観点から ，本節では地域社会の 

構造，変動を 解明することにしたい． 

以上のように 地域社会を解明するためには ， 

企業を他の主体から 独立して考察するよりも ， 

組織間のつながりに 注目することを 必要として 

いる・我々は 組織間関係論の 成果により，組織 

間 システムを「特定の 関係によって 連結された 

組織の集合」 (Aldrich) 妨 としてとらえたい． 地 

域 社会を構成する 組織はモノ・ヒト・カネ・ 情 

報などの資源交換によって 連結されているのみ 

ならず， ヒトの重複 ( たとえば兼任重役 ) によ 

っても連結されている・かかる 組織間連結をど 

のように形成・ 維持していくのかが 地域社会の 

構造・変動にとって 重要な点になる． 

こうした組織間連結はまず 組織間資源ネット 

ヴ一ク (Inte,o,gm ラ ationalRe,ou,ceNetwo,k) 

をどのように 構成するのかにかかっている "', 

したがって組織間の 資源ネットワークがどうで 

あ るのか ( 一面的連結か 多面的連結か ，ネット 

ヴ 一ク の パターンなど ) が組織間の影響構造を 

規定しそれが 地域社会に影響を 及ばす．特に 
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組織間ネットワークにおいて 中心的地位を 占め 

る組織は，地域社会において ，価値あ る資源を 
もっているあ るいはそれに 接近可能であ ること 

により，組織間ネットワークを 操作し地域社会 
の構造に影響を 与える・ このように，重要な 資 

源 に対するコントロールのゆえに ， 中心的組織 

は地域社会に 対する広い パヮ 一の基盤をもって 

いる め ・ このように地域社会の 解明にとっても 

組織間ネットワークにおける Position が ぎね め 

て 重要になる． 

また組織間ネ ， トワークの解明にとって ，組 

織間の個人的むすびつき 特にエリート・ネット 

ワークがどのように 形成されるのか ，特に最高 

経営層の重複・ 兼任がどうであ るのかも重要な 

点であ る ". 最高経営層は 地域における 複数組 

織への参加により ，重要な情報や 資源に接近す 
ることができる・したがって 複数組織の理事・ 取 

締役を兼任している 最高経営 層 をもつ組織は ， 

地域社会において「支配的」組織になる・ 例え 

ば 企業の最高経営 層 が地域社会における 教育機 

関・福祉機関の 理事を兼ねていればいるほど ， 

企業の地域社会に 対する影響力を 拡大するとい 

え よう ． 

次に地域社会を 組織間ネットワークとしてと 

らえる観点より ，地域社会の 革新について 考察 
する．組織間ネットワークの " ターンや中心的 

組織の役割に 十分留意しながら 論ずることにし 

ょ ゲ ", 

第一に，地域社会における 組織間ネットワー 

クがめるく (1oosely) 連結していればいるほど ， 

地域社会全体に 及ぶ革新となる 可能性は少な 

い，逆に組織がタイトに 連結していればいる グま 

ど ，地域社会全体に 及ぶ革新になるであ ろう・ 

第二に，革新が 既存の組織間ネットワークの 

パターン と 一貫していればいるほど ，ネットワ 

一クは 革新に対し開かれ ，地域社会全体に 迅速 

に 及ぶ．すなわち ，地域社会における 中心的組 

織の利害がその 革新と調和していればいるほ 

ど，中心的組織を 支える考え方が 革新意向的で 

あ るときには，組織間の 連結がたとえルーズで 

あ ったとしても ，地域社会全体に 及ぶ革新の速 

度ははやくなるであ ろう． 

第三に，組織間ネ " トワークにおける パヮ 一 

の集中度が高ければ 高いほど， しかも革新が 支 

配組織の利害と 一致していればいるほど ，ネッ 

トワークは変化に 対して開かれ ， システム全体 

に及ぶ革新となる． 

では組織間ネットワークとしての 地域社会の 

統合はいかに 行われるのであ ろうか． これを 当 

該 組織が地域の 諸組織の要求に 対していかに 対 

処しいかなる 組織間統合をはかっていくの 

か， また組織間統合がいかに 多面的に行われる 

のかを問 う ことによって ，検討したい・ そこ 

で， 4 つの組織間の 統合のレベルを 想定し そ 

こから生じている 統合上の間題 さ 素田， こうし 

た問題に対する 焦点組織 ( 特に企業 ) の戦略を 

定式化することにしたい．組織間統合のレベル 

は①文化的統合 (Cultural Integration), ② 

規範的統合 (Normative Integration), ③意思、 

伝達的統合 CComm 皿 icative Integration), ④ 

機能的統合 (Functional Integration) の 4 つ に 

介げられるが ，それぞれのレベルについて ，検 

討することにしょ ダ ". 

① 文化的統合 

文化的統合とは 地域社会の価値と 企業の価値 

とが適合していることをいい ，地域社会の 価値 

次元における 統合を意味している・ 文化的統合 

における問題は ， ⑧地域社会において 対立する 

価値があ ること，⑪企業の 望む目標と他組織の 

価値との両立が 不可能であ ることにあ る．焦点 

組織であ る企業は⑧に 対して， 自らの価値と 他 

組織との価値を 結びつげ ろ イデオロギーを 公表 

することによって ， ⑪に対しては ， cooptation 

( 他 組織の代表者を 意思決定に入れること ) に 

よって対応する． 

② 規範的統合 

規範的統合は 地域社会における 他 組織の期待 

と 企業行動との 同調をはかることであ る， した 

がって規範的統合における 問題は企業の 役割に 

対する，種々の 組織の期待の 程度が異なるこ 
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と ， 他 組織の期待に 対して，当該企業がそれを 

受容できないことであ る・かかるコンフリクト 

に対する解消努力が 焦点組織であ る企業の戦略 

であ る，前者は，あ る組織 (cf. 地域住民 ) が 組 

織 に過大な期待をかしたために 発生するが， こ 

の解決に当たって ， 企業は第 3 者 (cf. 地方自 

治体 ) の支持を動員することに よ り，組織間の 

競合する要求を 均衡化する・ 他方後者に対して 

は ，企業にとって 正当化できない 要求から企業 
を隔離する規範を 補強することによって 対処す 

る・すなわち ，企業は規範関連集団 ( 企業にと 

って価値・目標をとりいれる 集団 ) の支持を動 

員することであ る． これらの戦略は 企業が特定 

の他組織からの 圧力を減少させようとすること 

を意味する・ 

③ 意思伝達的統合 

組織間において 統合を達成するためには ，組 

織間に円滑な 情報の流れが 確保されなければな 

らない．こうした 組織間の情報共有に よ る統合 
が 意思伝達的統合であ る・ この統合次元では ， 

偶然であ れ，意図的であ れ，組織間の コ ， ュ ニ 

ケーシ，ンネットワークが 不完全であ ることに 

よる組織間の 問題を発生させる・それに 対し， 

焦点組織であ る企業は組織間のコミュニケーシ 

， ンを 促進することによって ， 個々の組織の 

「別々の問題」 を 「共通問題」に 変換する・そ 

のために，焦点組織は 他組織の対立する 利害を 
明らかにするか ，共通利害を 明らかにするかと 

いう 2 つの戦略をとる・ 前者では，企業は 仲裁 

者として，後者では ，調停者としての 役割を演 

じる． 

④ 機能的統合 

機能的統合とは 組織間システムとしての 仕事 

を達成するために ，組織間に活動が 分割されし 

かも意識的に 連結することを いう ・ このレベル 

の問題は焦点組織が 目標を維持・ 促進するため 

に必要な組織間の 機能配分が不均衡であ ること 

から生じる，すなわち ，③組織間の 機能配分が 
焦点組織の目標を 阻害するようなパ フ 一の集中 

せつくりだすとき ，の組織間の 機能配分がパ フ 

一の分散をつくりだし 組織間の特定の 課題が 

与えられていたとしても 共同努力に結びつかな 

いときに生ずる．⑧に 対しては，共通の 敵とし 

ての強者に対する 弱者の防御的結託，⑮に 対し 

ては，組織間の 発展的結託が 形成される・ 

Ⅰ V. 日本における 企業都市 

以上の検討によって ， 我々は企業と 地域社会 

の発展を認識するための 基本作業を終わった・ 

かかる分析を 参考に， 日本における 企業都市に 
ついて若干の 考察を行うことにしたい・ 

そこでまず企業都市 ( ㏄ unpmy Town) とは 

何かについて 明らかにする・ここでい う 企業都 

市とほ大宅壮一の 造語であ る企業城下町，欧米 

で使われる Single Industry Town とほほ同じ 

ものと考える ，。 ). 企業都市は特定の 企業あ るい 

は 企業群によって 成り立っている 都市であ る， 

すなわち，特定の 企業活動あ るいは企業群の 活 

動が，その立地する 経済・政治・ 文化に決定的 

な影響力をもつ 都市をい 5%. いわば支配的企 
業の及ぼす影響がきわめて 大きい都市であ る・ 

したがって企業都市はデトロイト・ゲイリー・ 

ウイル、 ントン等欧米にもあ るが， 日本では， 

日立市・釜石市・ 野田市・宇都市・ 豊田市・新 

居浜市などによって 代表されよが 0). 本稿で 

は ，諸学問分野において 本格的研究対象として 

とりあ げられてきた 企業都市の事実をふまえな 

がら， 日本における 企業都市の特徴について 検 

討を加えることにしたひ・ ( ただし個別の 事例 

についてふれることはしない ). 

既に述べたように ，企業都市においては ，中 

核企業 ( あ るいは企業群 ) が経済的側面にとど 

まらず，政治的・ 文化的側面にも 大きな影響力 
を及 は している， したがって日本における 企業 

都市の特徴を 明らかにするためには ，中核企業 
が都市にどのような 影響を及 は しているのかに 

注目しなければならない・こうした 企業の影響 

力の範囲・程度は ，企業がなぜその 都市に立地 
したのかという 立地要因 ( 消費地に近い ，原林 
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料 が豊富であ る，産業基盤が 整備されているな 

ど ) とともに，企業の 経営戦略や企業の 地域社 

会に対する「姿勢」，中核企業のタイプなどに 

よって規定されている・ とりわけ日本の 企業都 

市の分析においては ，地元企業によって 企業 都 

市 が形成されたのか ，進出企業によって 都市が 

形成されたのかという 中核企業のタイプによる 

分類が必要であ る "). こうした地元企業型の 企 

業都市と進出企業型の 企業都市とでほ ，中核 企 

業の影響力の 範囲・程度がちがっている．地元 

との関連の深い 地元企業の影響力は 経済的側面 

にとどまらず ，政治・行政・ 教育・福祉など 市 

民生活にまで 及んでいる・ したがって企業と 地 

域社会との一体的・ 融合的関係が 形成される． 

しかし全国的企業の』工場として 進出する場合 

には，進出企業は 都市と主に税の 支払者として 

結びつくだけで ，他の側面では 都市とのかかわ 

りなしに， 独自の生活圏を 形成しているⅥ． し 

かし企業は都市に 対して大口納税者であ るため 

に， 「進出企業の 意向を無視して 都市行政はで 

きない」とし ぅ 潜在的影響力をもっている． そ 

の 意味で企業は 都市とは分離していながら ， 都 

市に対して見えない 影響力を行使しているとい 

えよう ． 

こうして形成される 日本の企業都市には 重大 

な問題点が存在している・それは 中核企業の影 

響力が大ぎく 多面的であ ることから発生する 問 

題 点であ り，企業を中心とする 閉鎖的社会が 形 

成される問題点に 他ならない・ 企業都市でほ ，都 

市のもっ流動的かっ 多面的な性格が 失われ，企 

業中心の都市の 統合が行われ ，企業丸抱え 的性 

格を帯びる よう になる③．そこですでにのべた 

中核企業のタイプに よ り，企業都市の 閉鎖的性 

格について検討する ，地元企業型においては ， 

都市との関連の 深さのために 一つまり企業が 地 

元の経済・政治・ 文化と一体化していること 一 

企業都市の閉鎖的性格が 生じる・一方進出企業 

型の場合，企業は 自らの企業にとっての 必要性 

によってのみ 都市と関連し 地元 民 とは隔離し 

た ，従業員丸抱えを 軸とした企業 コ ミ ユ ニアイ 

な 形成するという 意味における ，閉鎖的社会を 

形成している・ しかし進出企業における 都市 

との「地域開発志向的」かかわりあ いは，公害 

問題やオイルショックを 契機として変容しつつ 

あ る点には注目すべきであ ろう 田 ．それは企業 

が地域住民や 地域メン』 一 との相互理解を 促進 

し，融合していこ う とする試みであ り，其体的に 

は，ニコ 、 誌の発行・福利施設の 開放・工場見 

学などにより 地域社会との コ，ュ ニケーシ， ン 

の場を創造し ，地域へ浸透していく 努力であ る． 

以上のように 中核企業のタイプに 注目し 日 

本における企業都市の 特徴について 検討を行っ 

た・ こうした地元型・ 進出型といった 発想は， 

当該地域 a 工場 ) が企業全体のなかでどのよ う 

な 機能を有するのかとも 関連している 鋤 ．すな 

わち単なる製造機能だげなのか ，管理機能をも 

つのか，研究開発機能をもつのかは 中核企業が 

地元企業であ るのか進出企業であ るのかに ょっ 

て 影響されている・ 一般的には中核企業が 地元 

企業であ る企業都市においては ，製造機能にと 

どまらず，企業全体の 調整ともい う べき管理機 

能も当該地域に 立地されるのに 対し，中核企業 

が進出企業であ る企業都市では ，単なる製造機 

能 のみしか立地されず ，東京・大阪にあ る本社 

の指令のもとに 工場の運営が 行われることにな 

る⑥・ この ょう に企業都市の 生成・成長・ 衰退 

を明らかにするためには ，中核企業のタイプに 

注目するにとどまらず ，企業全体における 当該 

都市工場・事務所の 機能の考察を 行わなければ 

ならない・ 日本の企業都市では ，頭脳部分であ 

る管理機能が 東京・大阪の 大都市に集中し 末 

端部分であ る製造機能のみの 立地であ るところ 

に 問題点があ るといえ よう ・ したがって本社に 

おける意思決定であ る経営戦略の 変化は地方工 

場の役割に影響を 及ぼし しかも当該都市にも 

多大な影響を 与えるであ ろう． 

また日本における 企業都市の生成・ 発展・衰 

退を明らかにするためには ， 中核企業のみを 分 

析するのではなく ，都市を構成している 地方自 

治体や地域住民・ 他 企業などとの 関係に注目す 
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ることを必要としている・それ 以上に，中央政 

府の地域開発政策・ 産業立地政策の 動向に注意 

を払わぬげればならない．特に ，中央政府によ 

って特定の地域を 指定しそこに 進出する企業 
に各種の優遇措置を 与えしかも地方自治体に 対 

しても特別の 補助金を配分するといった ，新産 
業都市に代表される 政策のもつ効果には 注目す 

べきであ ろう "). また企業立地の 広域化にとも 

たう都道府県の 開発政策を無視することもでき 

ない． このように日本の 企業都市は中央政府・ 

都道府県という「上から」の 指令・誘導にもと 

づいて生成・ 展開し地域の 主体性にもとづい 

ては展開してはこなかった． 

現在・今後の 企業都市にかかわる 問題はテク 

ノポリス構想に 集中的に表われていると かえょ 

ぅ ・テクノポリスが 地域活性化をもたらすのか 

どうかは当該地域の 立地が単なる 製造部門の立 

地ではないこと ，進出企業と 地域企業との 間で 

技術を中心としたネットワークづくりが 行われ 

ること，企業・ 大学・地方自治体の 関係，独自 
の地域のバランドデザイソを 提示する地方自治 

体長の存在等にかかっている⑧・ 
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